
長崎県営西諫早団地建替 マーケットサウンディング

令和４年12月6日 長崎県 土木部 住宅課



■背景

県営住宅西諫早団地では、老朽化に伴った建替・改善に向けて、建替基

本計画の検討を進めているところです。建替に際しては、PFI事業等の手

法による民間活力の活用を視野に入れています。

■マーケットサウンディングの目的

①西諫早団地建替事業への理解を深めていただくこと

②想定される事業への参画可能性や課題について意見を頂くこと

■内容

①西諫早団地建替事業について

②事業に関するアンケート・意見交換

マーケットサウンディングの目的



現況①

西諫早団地の位置



現況②

西諫早団地の現況

花群 約2.3ha/6棟/187戸

アルファベット群
約5.6ha/25棟/720戸



現況③

法的条件 項目 規制等
用途地域 第一種中高層住居専用地域
指定容積率 200％
指定建蔽率 60%
防火指定 なし

高さ
規制

高度地区 なし
道路斜線 勾配1.25 適用距離20ｍ
隣地斜線 勾配1.25 立上り20m
北側斜線 勾配1.25 立上り20m
日影規制 ４時間/2.5時間（測定面4.0m）

都市計画図

県営西諫早団地



西諫早ニュータウンの魅力と課題

活かしたい特徴

①諫早市内で高いブランド力を有する住宅地

②豊かな緑、高台の日照・眺望、公園やセンターとの近接性

③自治会活動等を通じたまちづくりに対する住民の関心・理解の高さ

④地域に根差した活動を行う地域主体

課題

①少子・高齢化に伴うサービスニーズの変化への対応

②主に住宅単一用途のまちから、機能複合したまちへの転換

②希薄化しつつある世代間交流の促進

④空き家の増加への対応



西諫早ニュータウンの再整備の方向性

緑・太陽・眺望を活かしたリブランディング

●公園や緑道など豊かな緑とネットワークした
オープンスペース

●団地内外の住民の交流が促進され、心身の健康
が育まれる住環境

地区センターとの連携

●地区センターとの相補的な機能導入
●意欲的な自治会・地域活動を活かしたまちのマ
ネジメント、思い思いの活動やまちづくりを実
現できる環境づくり

住まい・機能（土地利用）の多様化

●住まいの多様化（戸建＋公営からの転換）によ
る外からの流入、ＮＴ内での住み替えを活性化

●住宅単一用途から転換し、生活を支える・豊か
にする機能を導入する

ニュータウンへの”共感人口”の獲得

●ニュータウンで過ごした若年層が転出後も愛着
を持ち、関わりつづけられるまちに

●新しいニュータウンの魅力が新たな人を呼び込
み、つながりが連鎖する

子ども・若
者も主役に

ニュータウン内の
住み替え

「地区センター」
（日常生活拠点）

「新たな暮らし」を発信

共感人口の獲得

新たな居住魅力が
ニュータウン全体に波及

空き家の
流通促進

補完
相乗効果

外からの
呼び込み

ニュータウン内の
住み替え

新しい活力



土地利用方針

郊外住宅地の新たな価値創造 ー緑と眺望を活かした新たな暮らし拠点（仮）ー



県営住宅の方針

均質から多様性への転換／日照・眺望・豊かな緑の活用／生活支援・交流の促進

①多様な世帯が居住できるように

改善と建替をミックスし、まとまり

のある県営住宅ゾーンとする。

②陽当たりと公園・海への眺望を

享受する。

③団地内外の交流や見守り、健

康増進に寄与する、公園とのつ

ながりを意識したオープンス

ペースを創出する。

④集会所の地域開放や自主事業

により、団地内外の生活の支援

や質向上、多様な主体がまちに

関わる場づくりに寄与する。



①地区センターの補完・相乗効果

例）飲食（カフェ、シェアキッチン）、

医者村を補完する医療、産官

学民連携のリビングラボ、健康

増進（フィットネス等）の導入等

②多世代交流を育む住まい

例）賃貸・分譲住宅のほか、学生

寮、シェアハウス等

③目的性のある施設と交流促進

例）交流機能を持つ病院や福祉、

テーマ性のある宿泊施設

④公園との連携

例）公園に開いた施設や遊びプロ

グラムの提供

余剰地活用のイメージ

用途複合による多様化、生活の利便性や質を向上するサービス提供等をめざして
県としては積極的な用地活用を期待している



想定する事業概要

事業範囲 考え方

①解体工事 ○アルファベット群：ＲＣ造・２０棟（Ａ～Ｅ棟、Ｈ～Ｚ棟）・５４０戸

○花群：ＲＣ造・２棟（つばき・のぎく棟）・６０戸

②建設工事 ○新設道路、関連するインフラ整備

○新設３４０戸 構造、棟数、階数、工区設定は提案による

○低層階に民間提案による機能導入についても検討中

→入居者及び地域住民の生活支援、交流等のサポートを期待

○改善４棟（Ｉ・Ｊ・Ｋ・Ｌ棟）・１５０戸を民活事業に含むことを検討中

→建替との一体的な移転計画、整備水準の向上を期待

→すみれ・あやめ・さくら棟は１工区着手までに県事業にて実施予定

③入居者

移転支援

○建替希望３４０戸、改善希望１５０戸の移転支援（改善希望の一部は

移転なしの居付き改修を見込む）

○仮移転が発生する場合も団地内空き家を活用可能である。

○移転計画は提案による。



想定する事業概要

事業範囲 考え方

④維持管理

・運営

○建替住宅（３４０戸）、改善住宅（１５０戸） の維持管理・運営２０年間

→サービス水準の向上、サービス担い手の拡充を期待

○自主事業の実施：行政財産の貸付により、入居者及び地域の利便性

の向上等に寄与する事業を実施

→エリアマネジメントを見据えた積極的な提案を期待

⑤余剰地

活用

○敷地売却により民間独立採算による民間施設の導入を想定している。

○用地の位置、大きさ、活用時期は提案による

→余剰地を積極的に創出し、団地や地域に資する活用を期待

○売却価格等は今後検討

⑥その他 ○団地全体で維持管理・運営を一体的に行うため、ＰＦＩ事業は１事業

（工区分けは行う）として行う



Ａ案 沿道県営住宅 Ｂ案 沿道ミックス Ｃ案 沿道余剰地

概念図

建替
住宅

公園側に建替住宅のまと
まりを創出し、一体的な
土地利用・動線計画と景
観形成を図る。

団地北側に建替住宅のま
とまりを創出し、一体的
な土地利用・動線計画と
景観形成を図る。

建替住宅を外縁部に配置
し、一体的な土地利用・
動線計画と景観形成を図
る。

余剰地 遠景（道路・鉄道）の視
認性が良い南西側に配置。
道路で分断されないため
大規模な施設等に適して
いる。

遠景からの視認性が良い
南西側と公園側に分けて
配置し、建替住宅用地と
連携したゲート空間、賑
わい形成を図る。

公園・堂崎中央線側から
視認しやすい場所に配置
して沿道の賑わい形成を
図る。

留意点 公園側が県営住宅のみと
なるため、沿道の賑わい
形成や余剰地の視認性に
課題がある。

改善住棟群は将来的な建
替用地としての運用が想
定される（余剰地には比
較的不向き）。

余剰地が全て活用されず
にリザーブ用地等で残る
場合に、沿道景観などに
課題が残る。

土地利用計画

※上図は、積極的な余剰地活用を期待して県営住宅の高層化を想定しているが、 県営住宅用地と余剰地の境界は事業者提案による。

※図中に示す新設道路は、市との協議に基づく参考図であり、詳細は設計時の協議による。



事業スキーム①案 建設３工区＋全てＰＦＩ

建替住宅の建設を３工区に分けることで、仮移転の抑制と事業量の平準

化を図る。
１工区

ＰＦＩ

建設 建替住宅約100戸 ※県でＩ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約100戸＋改善約80戸

２工区

ＰＦＩ

解体 8棟

建設 新設道路等、建替住宅約120戸

※県でＪ・Ｋ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約120戸＋改善約45戸

余剰地 （つばき・のぎく跡地0.7ha）

３工区

ＰＦＩ

解体 5棟

建設 建替住宅約120戸 ※県でＬ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約120戸＋改善約25戸

余剰地 （４工区に統合可、約0.5ha）

４工区

ＰＦＩ

解体 9棟

余剰地 約1.5ha

備考 ○余剰地活用は、つばき・のぎく跡地は２工区前半（契約から

約3.5年後）、３工区余剰地は契約から約7.5年後に着手

可能。

○土地利用Ａ～Ｃ案により２工区以降の解体・移転対象住棟、

建替住宅・余剰地の位置は異なるが、工区ごとの解体・移

転・建替住宅の戸数は各案で同程度と見込む。

○各工区の維持管理・運営業務に着手する。

①案 事業概要

Ａ案

Ｂ案

Ｃ案



事業スキーム①案 建設３工区＋全てＰＦＩ

①案 事業工程（想定） ※今後の検討により変更の可能性があります



建替住宅の建設を２工区に集約することで早期の事業完了を図り、事業

成立性向上を図る。
１工区

ＰＦＩ

建設 建替住宅約100戸

※県でＩ・Ｊ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約100戸＋改善約80戸

仮移転＝約40～60戸（建替、改善希望）

２工区

ＰＦＩ

解体 10～11棟

建設 新設道路等、建替住宅約240戸

※県でＫ・Ｌ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約240戸＋改善約70戸

余剰地 （つばき・のぎく跡地0.7ha）

３工区

ＰＦＩ

解体 11～12棟

余剰地 約2.0ha

備考 ○余剰地活用は、つばき・のぎく跡地は２工区前半（契約から

約3.5年後）から、３工区余剰地は契約から約6.5年後に着

手可能。

○土地利用Ａ～Ｃ案により２工区以降の解体・移転対象住棟、

建替住宅・余剰地の位置は異なるが、工区ごとの解体・移

転・建替住宅の戸数は各案で同程度と見込む。

○各工区の維持管理・運営業務に着手する。

事業スキーム②案 建設２工区＋全てＰＦＩ

Ａ案

Ｂ案

Ｃ案

②案 事業概要



事業スキーム②案 建設２工区＋全てＰＦＩ

②案 事業工程（想定） ※今後の検討により変更の可能性があります



事業スキーム③案 建設２工区＋一部直接建設＋ＰＦＩ

１工区を直接建設として、開発許可と先行移転世帯の戻り入居を確実に

行う（ＰＦＩの不調リスクを避ける）

１工区

直接

建設

建設 建替住宅約100戸

Ｉ・Ｊ棟改善約80戸

移転 本移転＝建替約100戸＋改善約80戸

仮移転＝約40～60戸（建替、改善希望）

２工区

ＰＦＩ

解体 10～11棟

建設 新設道路等、建替住宅約240戸

※県でＫ・Ｌ棟改善を行う

移転 本移転＝建替約240戸＋改善約70戸

余剰地 （つばき・のぎく跡地0.7ha）

３工区

ＰＦＩ

解体 11～12棟

余剰地 約2.0ha

備考 ○余剰地活用は、つばき・のぎく跡地は２工区前半（契約から

約2年後）から、３工区余剰地は契約から約4.5年後に着手

可能。

○土地利用Ａ～Ｃ案により２工区以降の解体・移転対象住棟、

建替住宅・余剰地の位置は異なるが、工区ごとの解体・移

転・建替住宅の戸数は各案で同程度と見込む。

○１工区も含めて、維持管理・運営業務を行う。

③案 事業概要

Ａ案

Ｂ案

Ｃ案



事業スキーム③案 建設２工区＋一部直接建設＋ＰＦＩ

③案 事業工程（想定） ※今後の検討により変更の可能性があります



事業スキーム④案 建設２工区＋住棟改善も含むＰＦＩ

Ｉ・Ｊ・Ｋ・Ｌ棟改善をＰＦＩ事業に含めて、サービス水準の向上や建替と合わ

せた移転計画の柔軟性を高める。
１工区

ＰＦＩ

建設 建替住宅約100戸

Ｉ・Ｊ棟改善80戸

移転 本移転＝建替約100戸＋改善約80戸

仮移転＝約40～60戸（建替、改善希望）

２工区

ＰＦＩ

解体 10～11棟

建設 新設道路等、建替住宅約240戸

Ｋ・Ｌ棟改善70戸

移転 本移転＝建替約240戸＋改善約70戸

余剰地 （つばき・のぎく跡地0.7ha）

３工区

ＰＦＩ

解体 11～12棟

余剰地 約2.0ha

備考 ○余剰地活用は、つばき・のぎく跡地は２工区前半（契約から

約3.5年後）から、３工区余剰地は契約から約6.5年後に着

手可能。

○土地利用Ａ～Ｃ案により２工区以降の解体・移転対象住棟、

建替住宅・余剰地の位置は異なるが、工区ごとの解体・移

転・建替住宅の戸数は各案で同程度と見込む。

○各工区の維持管理・運営業務に着手する。

④案 事業概要

Ａ案

Ｂ案

Ｃ案



事業スキーム④案 建設２工区＋住棟改善も含むＰＦＩ

④案 事業工程（想定） ※今後の検討により変更の可能性があります



住棟・住戸改善の概要

既往の改善工事に基づく以下の内容を想定しているが、今後の検討による。

入居者の協力を得ながら、できるだけ生活を妨げない形で行うことを想定している。

住戸内改善

工事

①住戸内の敷居段差解消 ※玄関・台所・洋室の床を増貼り

②新しい低めの浴槽とシャワー付き混合栓の設置及び床のかさあげ

③台所および洗面所に混合栓を設置 ※洗面化粧台は取替え

④給湯器をベランダへ設置し、②③に係る配管工事

⑤既設の浴槽、バランス釜、瞬間湯沸器および付属品の撤去・処分

⑥住戸内（玄関・トイレ内・浴室内）に手摺の設置・移設

⑦浴室、トイレ等の壁面の塗装 ※洋室、和室は除く

⑧インターホンの設置

⑨給水方式の変更（高架水槽→加圧ポンプ方式）

⑩居室部分のサッシの取り換え ※入居者設置の網戸を含みます。

⑪トイレの改修（換気扇の設置、扉の交換、床ビニールシート張り）

エレベーター

設置工事

①階段室の外側にエレベーターを設置

②２・３階間の踊場、３・４階間の踊場及び４・５階間の階段踊場に着床



住棟・住戸改善の概要



本事業に関するアンケート

Ｑ１ 土地利用案Ａ～Ｃで望ましいものをお答えください。（複数回答可）

１．Ａ案（沿道県営住宅）

２．Ｂ案（沿道ミックス）

３．Ｃ案（沿道余剰地）

４．その他（具体的に）

Ｑ２ その理由をお聞かせください。

土地利用計画について



本事業に関するアンケート

Ｑ３ 県は、余剰地を積極的に創出し、団地や地域に資する活用を期待してい

ます。貴社または貴社のコンソーシアムが余剰地活用を図る場合、どのよ

うな事業内容が考えられますか。市場性と合わせてお答えください。

土地利用計画について

市場性

非常に
高い

高い 低い 見込み
にくい

その他
（具体的に）

１．居住系施設

２．飲食系施設

３．生活利便・商業系施設

４．医療・福祉系施設

５．その他（具体的に）



本事業に関するアンケート

Ｑ４ 余剰地活用について、望ましい場所、敷地規模をお答えください。

Ｑ５ 余剰地活用について、売却・貸付条件等のご意見をお答えください。

土地利用計画について

余剰地

場所の魅力
〇積極的に活用したい
△条件次第で活用したい

×魅力を感じない

望ましい
敷地規模

アの一部
または全部 ㎡
イの一部
または全部 ㎡

ウの一部
または全部 ㎡

エの一部
または全部 ㎡

※面積の目安
アの全部：約13,000㎡
イの全部：約14,000㎡
ウの全部：約5,000㎡
エの全部：約7,000㎡



本事業に関するアンケート

Ｑ６ PPP/PFI方式によるコスト削減の可能性について（1つに○）

１．従来よりコスト低減が期待できる

（ ）％程度 ※可能であれば記入してください

２．従来方式とあまり変わらない

３．わからない

４．その他（具体的に）

Ｑ７ 住棟改善を事業範囲に含める可能性について（1つに○）

１．問題ない

２．対応が難しい内容がある（具体的に）

３．わからない

４．その他（具体的に）

建設について



本事業に関するアンケート

Ｑ８ 事業スキームで望ましいもの（複数回答可）

１．①案（建設３工区＋全てＰＦＩ）

２．②案（建設２工区＋全てＰＦＩ）

３．③案（建設２工区＋一部直接建設＋ＰＦＩ）

４．④案（建設２工区＋Ｉ～Ｌ棟改修も含むＰＦＩ）

５．その他（具体的に）

Ｑ９ その理由をお聞かせください。

Ｑ10 各案の想定スケジュールについての「懸念事項」、懸念を解消するため

「発注者へ求める条件等」がありましたら教えてください。

事業スキームについて



本事業に関するアンケート

Ｑ11 県営住宅の維持管理・運営を含む「PFI－BTO方式」で検討しています。

貴社が望ましいと考える維持管理期間を選んでください。

（※県としては２０年を想定しています。）

１．10年

２．15年

３．20年

４．その他

Ｑ１2 維持管理・運営業務の一環として、県営住宅用地を活用した自主事業の

積極的な提案を期待しています。どのような事業内容が考えられますか。

（例：地域コミュニティのサポート、住み替えと空き家流通支援、第一公園

を活用したPark-PFI など）

Ｑ13 Ｑ12の実現を図る上での懸念事項、発注者へ求める条件等がありましたら

教えてください。

維持管理・運営について



本事業に関するアンケート

本事業への参画について

Ｑ１4 本体事業（既存住宅の解体、建替住宅の設計・建設・工事監理、入居者

移転支援、維持管理・運営、余剰地活用）への参加意欲（1つに○）

１．積極的に参画したい

２．参画したい

３．参加できない

４．その他（具体的に）

Ｑ15 Ｑ14で「３」または「４」とする場合、その理由をお聞かせください。


